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　　本日も参議院予算委員会での議論を視聴した。日本人人質問題に関する質疑応答では政府側は肝心のところは回答を保留させてもらうと逃げている。全体的に安倍政権、官房、外務省は今回の人質事件の不手際を隠してだんまりを決め込んでいるという感じである。
　　12月3日の後藤氏の家族からの20億円の身代金の相談に対しても菅官房長官は真剣な対応をしておらず、身代金を払うべきでないとのスタンスだったようだ。安倍首相は二言目には「国民の安全と平和」を強調するが、これは空念仏で、国民の安全、人質の安全に関しては恐ろしいほどの冷たい対応であったことがうかがえる。英米の要請かと思われるが、身代金は一切払わないとの方針を一貫して堅持していたように見える。これでは人質事件が解決するはずがない。安倍政権には人質問題に対応する危機管理マヌユアルもなく、まさしく行き当たりばったりであったことがうかがえる。恐ろしいことである。
　　今回の安倍政権の中東問題を理解せぬための人質救出失敗と、言わずもがなのイスラム国へ対抗する周辺の国々への2億ドルの支援、25億ドルのプロジェクト援助が逆にイスラム国を刺激したことが事件の発端である。このような中東外交での大失敗は安倍政権が初めてではないか。これにより中東では日本は有志連合の一員とみなされ、今後日本人への国内外におけるテロの危険性が増大したことは安倍政権の最大の失策である。
　　かって筆者が中東に駐在中、欧米による搾取を経験していた現地では日本は友好国とみなされ、街でも「ヤパ二、ヤパ二～日本人、日本人」と歓迎された。1967～8年のイスラエル～アラブ戦争に際しても欧米がイスラエルを支援したのに対し、日本は中立を守ったとして、欧米製品のボイコットを発表し、代わりに日本産品の買い付けを増やした。そのためにそれまで欧米車が独占していたイラク市場で初めて日本車の大量輸出に成功した。
　　在留邦人もそのような環境下、身の危険など一切感じなかった。それが今回の安倍政権の間違った外交政策で、中東のみならず、日本国内を含め、世界中で日本人の安全が脅かされる事態を招いた。安倍政権の失政は声を大にして大いに批判されるべきである。

1月22日付け中国人民網日本語版によると「25億ドルをばらまく安倍首相の中東訪問は外交パーフォーマンス」と題し、『安倍首相は今回の外遊に日本企業30社余りの幹部を同行させ、この時期に中東を訪問することで「積極的平和主義」を宣伝し、外交ポイントを稼ぐことを狙った。うまく立ち回ろうとして、かえって失敗する可能性がある。中東情勢は複雑で日本企業の中東での発展にも大きな安全上のリスクがある。したがって安倍首相の中東訪問は「外交パフォーマンス」の側面が大きい』と予測していたが事態は全くその通りになった。「中東地域ではすでにイデオロギーの炎が燃え上がっており、同地域の石油供給に依存する日本はその中に身を置かざるを得なくなっている。日本政府にとって、どちらの側にもつかないで済んだ日々は終わろうとしている。」（英紙フィナンシャルタイムズ）安倍首相の浅慮と思い上がりが中東で虎の尾を踏んだのだ。日本は大変な時代を迎えた。
